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1 　はじめに
　2014年10月，中国共産党第18回中央委員会第四次全体会議において，中国
共産党の最高指導機関である党中央は，「公正は，法治の生命線である」と
して「公判中心主義訴訟制度改革の推進」を決定した
1）
。司法の公正確保のた
めの新しい措置をいくつか打ち出した中で，公判中心主義に向けた取組みが
最も注目を浴びている。
　後述するように，党中央は，公判中心主義の実現に向けて様々な方策を打
ち出した。公判の主催者である，裁判所・裁判官の職権の独立に向けた提
案，書面中心主義からの脱却を図り公判審理を充実したものとするための提
案，そして公判の準備段階たる捜査手続の適正化に向けた提案である。そし
て，公判審理の充実化や捜査の適正化を図るためには，刑事弁護制度の充
実，改革が中心となると捉えられている。捜査段階にあっては，違法・不当
な捜査行為に対し，被疑者が権利を主張するには弁護人の存在が必要不可欠
であり，公判段階にあっては，被告人が有効に主張立証を行い，当事者対等
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1 ）　ここでいう「公判中心主義」は，党中央の決定を直訳すると「審判中心訴訟」と
なる。もっとも，当該「審判中心訴訟」は捜査中心主義に対する概念とされ，事実認
定を起訴後段階において行うという意味とされていることから，日本における公判中
心主義と同様の意義を有するものであり，「公判中心主義」と訳すのが適切である。
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の実現を図るには，弁護人の存在が必要不可欠なのである。公判中心主義
は，弁護人の存在なくして実現困難であるといえる。中国において，最近で
は，公判中心主義と刑事弁護制度の関係について検討する論文が数多く出さ
れている
2）
。
　そのような中国における流れに倣い，本稿では，まず中国における最近の
公判中心主義の実現に向けた取組みを見た上で，2012年刑事訴訟法改正後の
刑事弁護の現状について見ていくこととする。
2　公判中心主義に向けた取組み
　（ 1）　捜査中心主義からの脱却と捜査手続きの適正化
　公判中心主義とは何か，それに対する中国法曹界の認識は必ずしも一致し
ているとはいえない。しかし，公判中心主義が「捜査中心主義」からの脱却
を意味するものである点については，共通の認識を有している。
　すなわち，中国では，歴史的に公安が司法のトップとして君臨し
3）
，いかな
る機関もそれに対する抑制権限を持ちえなかった。現行刑事訴訟法 7 条に
は，「裁判所，検察及び警察（公安）は，刑事訴訟を実行するに当たって，責
任を分担し，互いに協力し，制約し合い，法律の的確で効果的な執行を保障
しなければならない。」と規定されているものの，現実は，捜査段階におけ
る公安の判断が絶対視され，検察，裁判所はそれをそのまま認定する形をと
っていた。その様は，「公安が料理をし，検察が運び，裁判所が食べる」と
揶揄された。捜査段階において事実認定を行い有罪が決定されるため，公判
2 ）　顾永忠「以审判中心背景下的刑事辩护突出问题研究」中国法学（2016年），魏晓那
「审判中心视角下的有效辩护问题」当代法学（2017年），谢登科「论审判中心注意下辩
护制度改革」知与行（2016年）等。
3 ）　「公安」とは，日本における「警察」組織に相当するが，共産党との結びつきを強
くし，絶大な権力を有することから，日本の「警察」と同等に考えることは適切では
ない。その意味で，本稿では「警察」と訳さずに，そのまま「公安」と明記する。
　1960年に発付された「中央政治司法機関の簡略化及び管理体制の変更に関する意見」
において，公安が検察院，裁判所を指導する司法体制が決定され，中国共産党の政治
的指導機構が公安に設けられた。
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の形骸化が甚だしかったといえる。これを見直して，最終的に有罪・無罪を
決する場を法廷とし，司法に対する信頼を得ようという取組みが，2014年か
ら始まった公判中心主義改革なのである。
　捜査中心主義の内容として，中国において問題となっているのが，違法捜
査の横行である。捜査段階で実質的に事実認定がされる捜査中心主義であっ
ても，被疑者の人権保障と真実究明の両側面から，捜査手続きが適正・公平
なものであれば，糾問的ではあるが，それも一つの刑事手続きの在り方とい
えるかもしれない。しかし，中国における捜査中心主義は，「違法捜査中心
主義」であり，被疑者及びその他訴訟関係人の人権を蹂躙する手続きであっ
て，およそ肯定することはできない。事実認定の場を捜査段階から，公判段
階へと移行したところで，公判手続きの準備段階たる捜査手続きに違法が存
在すれば，事実認定の誤りや違法収集証拠排除法則の適用による証拠の不存
在といった事態が生じ，公判手続きの充実化が図れない。この点から，捜査
手続きの適正化は，公判中心主義の要請といえる。捜査が適法に行われてこ
そ，それに引き続き行われる公判手続きが適正かつ充実したものとなり，公
判中心主義が実質的なものとなるといえよう。
　中国の捜査段階において最も深刻な問題となっているのが，拷問による自
白の強要である。当該問題に対しては，2012年刑訴法改正によって一定程度
の改善が見られたと言われている。具体的には，拷問等，違法な方法により
収集した被疑者・被告人の証言を排除しなければならないとする違法収集証
拠排除法則（第54条），死刑・無期懲役，その他重大な事件についての取調べ
の録音・録画（121条）などによる違法捜査抑止が図られている。他方で，被
疑者・被告人には黙秘権が認められていないばかりか，「被疑者は，捜査官
の質問に対して，ありのままに答えなければならない」（118条 1 項）との真
実証言義務は残されたままである。さらに，後述する弁護士弾圧事件に見ら
れるように，拷問を用いた自白採取の報告も後が絶えない。中国刑事手続き
において，最も深刻で最も解決困難な問題が捜査機関による拷問の問題であ
るといえる。この点を改善しなければ，「司法の公正」を謳ったところで，
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まさに画に描いた餅である。立法によっても解決困難である以上，党による
厳しい規律を期待するより他ないが，今度は党による厳しすぎる規律による
人権侵害といった問題も生じかねない。当該問題を巡る前途は明るいとは言
えない。
　次に，中国では，公安機関による捜査手続きののち，検察による起訴審査
段階を経て公訴提起に至る。日本では，当該段階も含めて捜査段階とされて
いる。当該起訴審査段階における問題点として，社会的監督の必要性が説か
れている
4）
。検察による起訴審査は，ほぼ公安からの資料に依存し，必要な場
合にのみ捜査官，証人等に自ら事情聴取をすることになるが，その審査過程
は不透明なものであり，当・不当の判断について社会による監督が必要であ
るとの指摘である。検察官による不当な起訴，不当な不起訴に対して国民の
監視・監督を及ぼしていこうという趣旨であり，イメージするとすれば，日
本でいう検察審査会の働きを強化しようといったところであろう。
　この点は，中国共産党第18回中央委員会第 3次全体会議及び第 4次全体会
議においても提示され，「人民監督員制度」の改善が要請された。人民監督
員制度とは，司法の民主化と公正を図るべく，2003年 9 月から試験的に実施
されてきた司法監督制度であり，国民が検察官による起訴審査の妥当性，捜
査の適法性等職務全般に対しチェックを入れる制度である。2016年には，上
記党中央の決定を受けて，最高人民法院により「人民監督選任管理弁法」，
「人民監督員の監督職務に関する規定」が発付され，国民から選出された監
督員が検察官を監督し，監督意見を提出することとされた。
　当該制度は，検察官の職務行為を監視・監督し，違法な捜査及び不当な起
訴・不起訴を抑止しようとする点で，公判前段階の適正化に役立つものとい
える。しかし，以下のような問題点も早々に指摘されている。それは，監視
される側が監視する側を選任し，監視する側の意見表明を最終的に決するの
は，監視される側であるという点である。すなわち，上記各規程によると，
4 ）　陳・前掲論文127頁。
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監督員は国民の中から選出されるが，選任権者は検察官自身であり，監督員
選任の中立性・公平性が担保されていないのである。また，監督員が検察官
の職務を監督するに当たり，判断材料とされるのは検察官が提出する資料に
のみであり，問題となった事件に関する当事者や訴訟関係人から事情を聴取
することは許されない。さらに，監督員がまとめる最終意見書について，そ
の最終的な決定権は検察官で構成される検察委員会にあるのである。このよ
うな制度自体を改め，人民監督員制度自体の法治化を図らなければ，名ばか
りの監督制度のまま，捜査の適正化を図るという狙いも果たされない。
　さらに，根本的な問題を言えば，当該制度が公判前段階において最も違法
性が問題となる段階である公安による捜査段階を対象とするものではないと
いう点である。確かに，検察は公安の資料に基づいて，大げさに言えば「自
動的に」起訴をするのであるから，検察官に対する監督制度は，間接的に公
安の職責を監督するものともいえるが，やはり当該制度が統制を予定してい
るのは，直接的には検察官の職責である。今後，違法捜査の根源たる公安の
捜査行為に対する国民による監督制度の強化が図られることを期待したい。
（ 2）　裁判所・裁判官の独立
　上述した通り，公判中心主義とは，捜査中心主義からの脱却を意味し，事
実認定の場を捜査段階ではなく，公判段階とすることである。そして，公判
段階における事実認定を第三者機関たる「公平な裁判所」に委ねることを意
味する。例えば，日本では，憲法37条において「公平な裁判所」における裁
判を受ける権利を保障し，その制度上の支えとして刑事訴訟法において除
斥，忌避，回避（刑事訴訟規則）の各制度を置いている。裁判所の構成とし
て，偏った裁判をするおそれのない裁判所が築かれることが求められてい
る。このような除斥等の制度は，中国においても存在する。
　また，公平な裁判所の前提として，それを組織法上支えているのは，司法
権の独立，裁判官の独立及び身分保障である。司法権の独立が守られず，行
政機関及び立法機関からの干渉があっては，公平な裁判所は構成しえない。
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独立した権限を有する公平な裁判所における公判手続においてのみ犯罪事実
の存否の認定が行われること，それが公判中心主義であり，近代刑事訴訟の
大原則である
5）
。日本国憲法では，第76条 3 項において裁判官の独立職権行使
権を謳い，第78条において裁判官の身分保障を定めている。
　これに対し，中国では，司法権の独立について致命的な問題を抱えてい
る。中国司法制度は，従来より公安をピラミッドのトップに据える指導体制
を敷いており，加えて公安は共産党と強く連携しているため，党や主要幹部
の影響力が裁判所に対して行使されることも少なくなかったのである。三権
分立のない中国においては，司法機関は行政機関に属する下位組織としか考
えられていなかったようにも思える。しかし，司法権の独立が図られなけれ
ば，公正中立な判断が担保されず公判中心主義が形式的なものとなる。司法
権の独立なくして，中国の目指す公判中心主義の実現は不可能なのである。
　そもそも，中国憲法126条は「人民法院は，法律の規定により，独立して
裁判権を行使し，行政機関，社会団体及び個人による干渉を受けない。」と
規定しており，それを受けて刑事訴訟法 5条も「裁判所は，法律の規定に基
づいて独立に裁判権を行使し，検察は，法律の規定に基づいて独立に検察権
を行使し，行政機関，社会団体及び個人の干渉を受けない。」と規定してい
る。それにも関わらず，党幹部による司法介入は収まることを知らず，司法
権の独立は破られ続けてきた。裁判所が出す判断は，公安の下した判断であ
り，ひいては党幹部にとって都合の良い判断であった。
　そこで，中国共産党は，先に述べた2014年の党中央による決定で，党・政
府機関・主要幹部の司法活動を厳しく防止する制度，体制の確立が司法の公
正にために必要であることを明示した。同決定では，党・政府機関・主要幹
部に対し，これらのものは，裁判所と検察が独立公正に職権が行使できるよ
う指示しなければならない旨が明らかにされ，これに反して司法に介入した
場合には責任追及されることとなった。すなわち，いかなる党幹部らも司法
5 ）　田宮裕『刑事訴訟法［新版］』（有斐閣，1996年）233頁。
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の公正を妨げ，職責に違反するよう働きかけたり，逆にいかなる司法機関も
党幹部らに対して違法に司法活動に介入するよう働きかけたりした場合に
は，党の規律によって懲戒処分が課せられることとなった。そのような司法
介入により，事実誤認や冤罪等重大な結果を招いた場合には，刑事責任を追
及することも示唆された。これにより，党幹部による司法介入が回避され，
憲法及び各法のとおりに裁判所が独立して職権を行使することができるよう
になることを期待したい。
（ 3）　対審の充実化
　これまで見てきたように，公判中心主義とは，事実認定の場を公判段階と
し，公平・中立な裁判所による事実認定が行われることを意味するが，実際
に，対立当事者が裁判所の面前でそれぞれの主張立証を行う「対審」の充実
化が図られなければ，適切な事実認定をなしえない。公判中心主義の実質化
のためには，対審の充実化が求められるのである。公判手続きにおける証拠
調べは，書面等を用いて閉ざされた状態で処理するのではなく，当事者が裁
判所の面前で口頭により行うべきであるとする「口頭主義」と，裁判所が直
接取り調べた証拠のみを事実認定の基礎とすべきであるとする「直接主義」
が要請される。それは，①検察官が証拠調べ請求した書面への過度な依存を
避けることを意味し，また，②証人尋問を中心とした尋問手続きが対立当事
者によって活発に行われることを意味する。
　①の点について，日本においても従来より，「精密司法」の名の下に，裁
判所が書面に頼り審理を行った結果，公判における対審が形骸化するといっ
た事態が生じていた。検察官及び警察官が捜査段階において作成した書面
は，それがどれだけ緻密であっても，被告人にとっては対立当事者による捜
査の結果であり，これに依存することは捜査中心主義を採用しているのと変
わらないことになる。書面中心主義からの脱却が，公判中心主義の要請なの
である。
　②について，書面中心主義からの脱却を図ったとしても，充実した証人尋
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問を中心とした証拠調べ手続きが現実として活発に行われなければ，対審の
充実は図れない。証人尋問の活性化のためには，㋐被告人に対する証人審問
権の保障，㋑証人保護を含めた証人の出廷確保，㋒尋問手続きを有効なもの
とすべく，証人に対し適切に尋問する技術を持った当事者，とりわけ弁護人
の存在が重要となる。これらについて，㋐日本国憲法は，第37条 2 項におい
て証人審問権を保障し，刑訴法においても157条で証人尋問権を保障してい
る。㋑の証人出廷の確保の点については，刑訴法において出頭義務（152条）
及び証言義務（160条・161条）を課し，被告人の退廷，付添人制度，遮蔽措
置，ビデオリンク方式等，手厚い証人保護制度を置いた。㋒については，当
番弁護士制度，被疑者国選弁護人制度により，貧困等の理由から弁護人を付
せない場合においても被疑者段階から弁護人を付すことができ，公判段階に
おいても弁護人による尋問が期待できる。弁護人の尋問技術についても，各
所属弁護士会による研修等を通じ，技術向上のための努力がなされていると
いえる。
　これに対し，中国においては，まず㋐証人審問権が憲法上保障されていな
い。刑訴法では，第189条において「検察官，当事者又はその弁護人若しく
は訴訟代理人は，裁判長の許可を経て証人及び鑑定人に質問することができ
る」と規定し，裁判長の許可の下ではあるものの，証人尋問権を認めてい
る。
　もっとも，証人に質問する権利は認められているものの，㋑証人の出廷が
ほぼ望めない状況にある。被害者，目撃者等の証人は，事実認定及び量刑判
断にとって重要な存在であるが，中国において，証人の出廷率は極めて低
い。2012年改正前の調査では，証人の出廷率は約 1％に過ぎなかった
6）
。被告
人に有利な証人は，後述するように，弁護人に証拠収集権が事実上ないた
め，出廷することは皆無であるが，被告人に不利な証人の出廷も望めなかっ
たのである。望めない，というより，初めより想定されていないといったほ
6 ）　陈光中「审判中心与相关诉讼制度改革初探」政法论坛（2105年）125頁。
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うが適切かもしれない。その要因は，厳罰主義の下，捜査の中心が拷問・強
要をも辞さない自白採取にあり，自白偏重の裁判が当然のものとされていた
ため，自白以外の証拠を必要としなかった点にある。証人の必要性が認知さ
れておらず，証人出廷のための制度も整えられていなかった。また，公判に
おいて証言が翻されるのを防止し，被告人に有利な証言をされることを防止
するという公安・検察の思惑もあった。中国では，被疑者・被告人のみなら
ず，証人さえも，捜査段階において公安により拷問を受け，被疑者に不利な
供述を強要される事態も少なくないのである
7）
。さらに，被疑者・被告人のう
ち経済的困難者の占める割合が多く，証人も経済的困難者である場が少なく
なかったため，証人が裁判所へ赴くのが難しいという現実も存在した。それ
らの者に対する経済的支援制度を欠いていたのである。
　この現状を打破すべく，2012年刑訴法改正では，証人出廷の際の経済補
助，証人及びその親族の保護制度，証人の強制出廷制度等が盛り込まれ，証
人出廷率の向上が期待された。しかし，当該規定を見てみると，まず，証人
の出廷義務を定めた刑訴法第187条において，証人の出廷義務が認められる
ためには，①当事者が証人の（捜査段階における）証言に異議があり，②右証
人の証言が事実認定又は量刑に重大な影響を及ぼし，③裁判所が必要と認め
るときという全ての要件を満たす必要があり，非常に厳しい要件が課せられ
ている。さらに，第190条では，「検察官及び弁護人は，出頭していない証人
の証言記録を法廷において朗読しなければならない」とされ，出頭していな
い証人の証言記録の証拠能力が無限定に認められる趣旨の規定が置かれてお
り，証人の出廷はあくまで例外的措置となっている。このように見ると，
2012年刑訴法改正が証人出廷率向上のために果たした役割は極めて小さいと
いえよう。
　これを受け，中国共産党は，上記党中央第 4次全体会議において，証人・
7 ）　例えば，趙作海冤罪事件では，後に冤罪として無罪となった元死刑囚趙作海氏だ
けでなく，証人として事情聴取を受けた趙氏の妻も拷問を受けた（中国通信社ウェブ
ニュースよりwww.china-news.co.jp/node/47517）。
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鑑定人の出廷制度の改善についても言明した。具体的には，直接主義の貫徹
を図ることを要求し，最高人民法院全国刑事審判工作会議においても直接主
義が議題とされた。この点についての具体的な取組みは，今後の動向を見る
こととしたい。
　さらに，㋒の弁護人の存在，すなわち刑事弁護制度については，中国刑事
訴訟法において常に中心的課題とされてきた問題である。対審を実りあるも
のにするためには，検察官に対抗するため，被告人自身も主張立証を行う必
要があるが，検察官が強大な捜査権限を有する訴追，裁判のための専門機関
であるのに対して，一般的に被告人は法律に無知な一般国民である。そのよ
うな被告人の防御権を保障するには，法律の専門家たる弁護士が弁護人とし
て関与する必要があり，弁護人の存在なくして，充実した公判審理は不可能
といえる。そこでは，ただ形式的に弁護人が付せられればよいというわけで
はなく，実質的に有効な弁護を受けられることが保障されなければならな
い。
　刑事弁護制度については，1979年に刑事訴訟法が誕生して以来，1996年改
正，2012年改正において，制度改革の中心となった問題である。そこで，
2012年の刑事訴訟法改正後の刑事弁護制度の現状について，以下詳述するこ
ととする。
3　2012年刑訴法改正後の刑事弁護制度の現状
（ 1）　刑事弁護制度の問題点
　1979年に中国初の刑事訴訟法が制定され，これまでに1996年，2012年と 2
度の改正を経た。 2度の改正はいずれも，それまで権利保障を蔑ろにされて
きた被疑者・被告人に視座を置き，弁護制度の拡充に重きを置いてきた。中
国では，「厳打」，すなわち犯罪者に厳しい打撃を与えることをスローガン
に，有罪推定を当然の前提とし，「犯罪者」を擁護する弁護人の存在が疎ま
れてきたのであるから，弁護権，弁護制度の充実に向けては，数多くの障壁
が存在した。
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　その障壁を以下の 5項目に分類し，改正後の実務の現状について紹介した
い。すなわち，第一に，そもそも弁護人たる弁護士に援助を依頼することが
できるのか，弁護人選任率の問題，第二に，法律援助（国選弁護人制度）の問
題，第三に，接見交通権の問題，第四に，証拠閲覧権の問題，第五に，証拠
収集権の問題である。
（ 2）　弁護人選任率の問題
　1979年に被告人の弁護人依頼権が認められて以来，弁護人を依頼できる時
期を被疑者段階へと前倒しその拡充を図ってきた。公判前の段階を公安によ
る捜査段階と検察による起訴審査段階に分け，1996年改正法では両段階にお
ける弁護士の援助を受ける権利の保障を図った。もっとも，捜査段階で関与
する弁護士は「弁護人」たる地位を与えられておらず，実質的には弁護人依
頼権を保障したといえる状態には至っていなかった。
　そこで，2012年改正法では，33条において，捜査段階においても「弁護人」
に依頼する権利があることを明記し，捜査機関に弁護人依頼権の告知義務を
課した。
第33条　①　被疑者は，捜査機関による第 1回の取調べの日又は強制措置
が行われた日から，弁護人を依頼する権利を有する。捜査の期間において
は，弁護士のみを弁護人として依頼することができる。被告人は，いつで
も弁護人を依頼することができる。
②　捜査機関は，第 1回の取調べ又は強制措置を行うに際して，被疑者に
弁護人を依頼する権利がある旨告知しなければならない。検察は，移送さ
れた起訴事件の資料を受け取った日から 3日以内に，被疑者に弁護人を
依頼する権利がある旨告知をしなければならない。裁判所は，自訴事件を
受理した日から 3日以内に，被告人に弁護人を依頼する権利がある旨告
知しなければならない。拘禁されている被疑者又は被告人が弁護人を依頼
することを求めたときは，裁判所，検察及び警察は，速やかにその旨を伝
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達しなければならない。
③　被疑者又は被告人が拘禁されているときは，その後見人又は近親者は，
弁護人の依頼を代行することができる。
④　弁護人は，被疑者又は被告人の依頼を受けたときは，速やかにその旨を
事件処理の機関に告知しなければならない。
　当該規定の改正により，比較的早い段階において弁護人による法的援助を
受けられるようになったが，改正後，実際の弁護人選任率は上昇したのかに
ついて各調査を見てみると，厳しい数字が並ぶ。すなわち，2015年の某省某
市検察院の発表によると，捜査段階で弁護人に依頼できた被疑者は，およそ
20％となっている
8）
。また，それとは別の2016年の某市公安の発表によると，
直近 3 年間の被疑者447名中，弁護人に依頼できた被疑者は47人とおよそ
10％にすぎない
9）
。同時期の日本における弁護人選任率を見ると，被疑者段階
から弁護人の付いた割合は67.8％となっており
10）
，これと比較すると，中国に
おける弁護人選任率の低さは依然として際立っている。
（ 3）　法律援助制度の問題
　中国における「法律援助制度」の範疇には，日本司法支援センター（通称，
法テラス）が実施する法律援助事業といった類のもののみならず，国選弁護
人制度，当番弁護士制度等も含まれる。多くの貧困層を抱える中国にとっ
て，法律援助制度なくして弁護人依頼権の実質的保障は期待できず，その実
施に向けて様々な努力がなされてきた。
　1996年改正において，国選弁護人制度が「指定弁護人制度」という名称で
誕生し，被告人が貧困等の理由により弁護人を付すことができない場合，裁
8 ）　孫長永「新刑訴法実施情況調研報告」中国刑訴法額研究会年会資料（2015年）。
9 ）　中国人民大学訴訟制度与司法改革研究中心「刑事訴訟法実施状況研究調研報告」
刑事訴訟法実施三周年回顧与愿望研討会会議資料（2016年）。
10）　日本弁護士連合会「弁護士白書2017年版」74頁。
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判所が弁護人を選任し，その費用を国が負担する制度が刑訴法上明記され
た。その後，2003年には，法律援助条例が制定された。これにより，日本に
おける法テラスと類似する「法律援助機構」が各地域に設立され，当該機構
が法律援助を提供することとなった。
　そして，2012年改正では，被疑者・被告人が貧困等の理由により弁護人を
付すことができない場合，法律援助機構に申請し，法律援助機構が弁護人を
選任する制度へと変更された。改善点として，①援助を受けられる対象者が
従来の被告人のみから，被疑者にも拡大された点，②必要的弁護の範囲を拡
大した点，すなわち，従来は未成年，聴覚・視覚障害者，死刑事件のみとさ
れたが，それらに加えて，精神疾患者，無期刑事件にも拡大された点，③選
任者が従来の裁判所ではなく，法律援助機構となった点が挙げられる。③の
選任者については，従来選任が裁判所の裁量に委ねられていたことにより，
恣意的な判断がなされ，選任率が伸び悩んでいた問題を受け，選任権を第三
者機関に移すことにより，そのような問題を解決しようという狙いがある。
第34条　①　被疑者又は被告人が経済的困難又はその他の理由によって弁
護人を依頼していないときは，本人及びその近親者は，法律援助機構に弁
護人を申請することができる。法律援助機構は，法律援助の要件を満たす
者について，弁護人を指定し，その者に弁護を担当させるものとする。
②　被疑者もしくは被告人が盲，聾もしくは唖であるか，又は自らの行為を
弁識し，もしくは制御する能力を完全には喪失していない精神障碍者であ
って，弁護人を依頼していないときは，裁判所，検察及び警察は，法律援
助機構に通知をし，その者のために弁護人を派遣させ，弁護を担当させな
ければならない。
③　被疑者又は被告人が死刑又は無期懲役を科せられる可能性のある者であ
って，弁護人に依頼していないときは，裁判所，検察及び警察は，法律援
助機構に通知をし，その者のために弁護士を派遣させ，弁護を担当させな
ければならない。
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　2012年刑訴法改正後，2014年に行われた中国共産党第18回中央委員会第四
次全体会議において，党中央が明確に「法律援助制度の改善」に向けた改革
任務があることを示した。それに伴い，関係各部が司法解釈として，法律援
助制度の中でも当番弁護士制度の設立に向けた意見を出すに至った。例え
ば，2017年には，最高人民法院，最高人民検察院，公安部，国家安全部，司
法部より，「法律援助当番弁護士の職務に関する意見」が公布され，当番弁
護士の職務として，法律相談を行うこと，被疑者・被告人・その近親者に対
し，法律援助制度申請の手引きを行うこと，強制措置（強制捜査）に対する
意見申請，検察官への意見提出，違法収集証拠に関する異議申立ての代理等
の各行為が挙げられた。また，被疑者が罪を認め処罰を受け入れる誓約書
（いわゆる自白調書）にサインするには，当番弁護士の立会が必要であるとす
る規定が置かれた。中国において右規定が貫徹されるとすれば，それは自白
強要や拷問等，中国捜査手続きに蔓延る悪しき習慣から脱する方途として，
非常に有効的なものといえる。しかし，日本においても取調べへの弁護人の
立会が認められていないことに照らすと，より弁護人への「拒絶反応」が強
い中国捜査手続きにおいて，貫徹されるとは考えにくいのが現実である。そ
もそも，当番弁護士制度はまだ始まったばかりであり，弁護士の確保もまま
ならないと言わなければならない。
　当番弁護士を含む，法律援助制度の基本状況は，2017年 9 月の時点で以下
の通りである。まず，前記党中央の法律援助改善に向けた改革任務の提示に
呼応して，29の省（区・市）
11）
の地方政府が法律援助制度に関する規定を改正
し，30の省（区・市）において法律援助制度の範囲が拡大された。そのうち20
の省では，法律援助の対象となる経済的困難者の標準が引き上げられた。ま
た，以前は法律，援助制度の予算について，地方政府においてそもそも予算
が組まれなかったり，予算が流用されるといった事態が生じていたが
12）
，2017
11）　中国には，23の省，5つの自治区，4つの直轄市，２つの特別行政区，計34の一級
行政区が存在する。
12）　「律师所拒接法援罚停业」新快报2003年 8 月 1 日。
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年の報告によると
13）
， 9 割の地方政府が法律援助予算を組んでおり，全国で
23,5億元
14）
の資金調達がなされている。さらに，2017年に当番弁護士による法
律相談を受けた被告人は延べ26,4万人に上り，法律援助制度（国選弁護人制度）
の申請数は3.6万件に及んだ。この3.6万件の分母数，すなわち国選弁護制度
の要件に該当する事件数がどの程度かは明らかではないが，2012年改正時，
今後の国選弁護対象事件が年間55万件と予測されているところからすると
15）
，
それほど高い数字ではない。しかし，法律援助条例が制定された2003年後の
調査
16）
において，捜査段階で国選弁護人が付された事件がわずか 1％であった
ことに比べれば，各段の進歩である。
　さらに，司法文明協同イノベーションセンター
17）
が行った調査
18）
において，10
年以上の懲役刑を対象とした質問ではあるが，各地域で経済的事情で弁護人
を付せられない場合に，法律援助を受けられるか，との問いに対して「非常
に受けられる」が40.6％，「受けられる」が47.3％と，受けられる可能性があ
るとの答えが90％近くにも上った。他方「あまり受けられない」との答えも
11％，「まったく受けられない」との答えも 1％あった。
　以上のとおり，法律援助制度に対する政府の積極的な取組み，当番弁護士
制度の推進，アンケートにも見られるような実務の状況等から，刑事弁護制
度に対して批判的意見の多い学術分野からも，法律援助制度改革に対しては
概ね肯定的に評価されているようである。
13）　「中国法律援助制度发展报告（2017年度）」法治论坛（2018年）155頁。
14）　 1元17円で換算すると，3990,５億円。
15）　张媛「专家解读新诉讼法实施带给刑事法援制度的机遇与挑战」法制日报2012年12
月19日。
16）　李颖「刑事法律制度有效若干问题研究」中国政法大学（2012年）28頁。
17）　高等教育機関イノベーション能力向上計画（2011計画）に基づいて設立された機
関で，中国における司法文明指数を研究対象とする。2011計画は，中国高等教育分野
で実施されることとなった重大国家戦略である。
18）　2014年 7 月から10月に，北京市，上海市，福建省，吉林省，青海省，四川省，湖
北省，広東省，海南省で実施されたアンケートで，7200名が参加し，一般市民と法律
専門家（裁判官，検察官，警察官，弁護士）との比率は６：４となっている。
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（ 4）　接見交通権の問題
　旧法下において，接見交通権の問題は中国刑事弁護制度において最も深刻
な問題と捉えられていた。中国においては，日本のように接見交通権が「憲
法の保障に由来する」
19）
ものと明記ないし判断されたことはなく，接見交通権
とは弁護人が有するもので，被疑者・被告人の固有の権利とは捉えられてい
ない。
　1979年刑訴法では，弁護人依頼権が被告人にしか与えられていなかったた
め，接見交通権も当然に被告人段階においてのみ認められるものであった。
1996年改正法では，公判前段階のうち，捜査段階，起訴審査段階のいずれに
おいても，被疑者と弁護士との接見交通が可能となった（旧法36条，96条）。も
っとも，捜査段階においては，捜査員等による立会が認められ，秘密交通権
の保障はなかった。また，「国家機密にかかわる事件」について接見するに
は，捜査機関の許可が必要とされ，「国家機密にかかわる事件」の該当性要
件が不明瞭なことも原因となり，事実上すべての事件で許可制が採られてい
た
20）
。接見交通は実現困難なものとされ，後述する証拠閲覧権及び証拠収集権
とともに中国刑事弁護制度における「三難」とされた。
　当該問題に対応すべく，2012年の改正では，国家機密にかかわる事件の接
見許可制が廃止され，接見の際の捜査官による立会，監視が禁止された。ま
た，従来の，事実上接見までに時間を要した問題に対応するため，弁護人が
接見を申し出る際の手続きが定められるとともにそれが履行されさえずれば
48時間以内に接見を手配しなければならないことが明記された。
第37条　①　弁護士である弁護人は，拘禁されている被疑者又は被告人と
接見し，交通することができる。弁護士以外の弁護人も，裁判所又は検察
の許可を経て，拘禁されている被　疑者又は被告人と接見し，交通するこ
とができる。
19）　最高裁昭和53年 7 月10日第一小法廷判決 民集32巻 5 号820頁。
20）　顧永忠「中国弁護制度の現状と改革」立命館法学298号（2004年）109頁。
中国刑事手続きにおける「公判中心主義」に向けた取組みと
2012年刑訴法改正後の「刑事弁護制度」の現状　　111
②　弁護士である弁護人が弁護士の身分証明書，弁護士事務所の証明書及び
依頼書又は法律援助機構の公文書を持参して拘禁されている被疑者又は被
告人との接見を求めたときは，留置場の職員は，速やかにその接見を手配
しなければならず，遅くとも48時間を超えてはならない。
③　弁護士である弁護人は，国家の安全に危害を及ぼす犯罪，テロ犯罪又は
特に重大な賄賂犯罪に係る事件において，捜査の期間中に，拘禁されてい
る被疑者と接見しようとするときは，捜査機関の許可を得なければならな
い。これらの事件については，捜査機関はあらかじめ留置場の職員に通知
をしなければならない。
④　弁護士である弁護人は，拘禁されている被疑者又は被告人と接見すると
きは，事件に関する事情について尋ね，法律上の助言を与えることがで
き，事件が起訴審査に移送された日からは，被疑者又は被告人に対し関連
証拠を確認することができる。弁護士による被疑者又は被告人との接見
は，監視されない。
　改正後の接見交通権の実情については，概ね解決されたとする報告
21）
と前進
が見られないとの報告
22）
の両極が見られる。この点について，前述の司法文明
協同イノベーションセンターが行った調査によると，拘置所において弁護士
が被疑者との接見を申し出た場合に，違法，不当な制限を受けることがある
かとの問いに対し，「非常にある」25.9％，「ある」35.8％，「あまりない」
33.7％，「全くない」4.6％との結果となった。約60％の回答者が，接見に違
法，不当な制限が存在するとの認識を有している。以下では，制限のなされ
る理由や具体的な接見の状況について，見ていくこととする。
　第 1に，接見制限の理由を見てみたい。改正後に北京市の法律事務所が刑
21）　刘方权「侦察阶段律师辩护问题实证研究」四川大学学报（2016年）135頁。
22）　陈卫东・黄凡「刑事诉讼法实施三周年回顾与展望研究会综述」中国检察官（2016
年） 4頁。
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事弁護人を対象に行った調査
23）
では，接見を制限された理由として，次のよう
な事態が報告されている。捜査機関や看守所によって接見が制限された弁護
士のうち，約27％の弁護士が，改正法37条 3 項に挙げられた 3分類に当たる
ことを理由に接見を拒否されている。37条 3 項は，旧法において，「国家機
密にかかわる事件」については接見の許可制が採られていたが，およそすべ
ての犯罪が「国家機密にかかわる」として接見を制限されていた実情を打破
すべく，捜査機関の許可が必要な犯罪を国家の安全に危害を及ぼす犯罪，テ
ロ犯罪，重大な賄賂犯罪の 3類型に限定し，恣意的な接見制限を防止する狙
いがあった。しかし，アンケートから察するに，当該類型の該当性を緩く解
釈し，不当に制限されている可能性がある。
　上記 3類型の事件における接見の現状について，改正後， 3類型に該当す
る犯罪を受忍したことのある弁護士は，32％ほどとなっているが，このう
ち，接見が 1回はできたと回答した弁護士が約50％， 2回ないし 2回以上の
接見が可能であったと回答した弁護士が約27％， 1度も許可されなかったと
回答した弁護士が23％であった。 3類型に該当する場合においても，弁護士
依頼権の実質化に資する接見交通権の制限は厳格になされるべきであると考
えられるが，明文上の規定がある以上，容易に制限がなされていいるといえ
る。もっとも，37条 3 項があるにも関わらず，約 8割の弁護人が 1回以上の
接見を許されていることからすると，従来に比べ接見交通権保障の意識が高
まっていると見ることもできる。
　また，接見制限の理由としては， 3 類型に該当することを理由とするほ
か，例えば弁護人と被疑者との関係を証明する書類等の法文上は必要とされ
ていない書類を要求するなど，「看守所側から独自の条件を提示された」と
する回答が約49％となっている。さらに，法の解釈を曲げ，接見人数，性別
等に制限を設けたり（8.5％），理由なく接見を制限された（6.6％）などの報告
23）　2012年改正後に，尚権弁護士事務所が刑事弁護に従事する弁護士を対象に行った
調査で，27の省，自治区，市で実施された。回答の中心は，北京市，安徽省，甘粛
省，吉林省，上海市，天津市，広東省となっている。回答総数は557名である。
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もなされている。
　第 2に，改正法37条 2 項において，48時間以内の接見が保障されたことに
対応して，即時の接見が可能になっているか否かという点である。これに対
して，接見が認められた弁護人のうち，75.2％が「即時の接見が可能であっ
た」と回答しており，法に合った運用がなされていると言える。その他，即
時ではないが，法定の「48時間以内には接見ができた」と回答した弁護人が
24％を占め，「48時間を超過した」と回答したのは3.5％に過ぎなかった。従
来より，留置場ないし拘置所に接見のための施設がないとの理由により，接
見のための場所を確保するため，接見までに時間を要していたが，改正後，
概ね刑訴法上の規定は守られており，先行きは明るい。接見の回数や時間に
ついても，回数制限はなかったと答えた弁護士が93.3％，時間制限はなかっ
たと答えた弁護士が85.5％と，早期の接見が自由に行われていることがうか
がわれる。
　第 3に，秘密交通の問題である。改正法37条 4 項では，接見に際し捜査官
等による監視がなされないことが保障され，公安規定でも監視及び捜査員の
立会を禁止している。これ対応して，接見時，「捜査員による立会や接見内
容の干渉はなかったと」答えた弁護士が82.5％であった。17.5％の弁護士は，
立会や接見内容への干渉があったわけであるから，必ずしも楽観視できるわ
けではないが，改正法遵守の姿勢は伺うことができる。
　もっとも，立会の禁止によって弁護士と被疑者との会話の秘密性は保持さ
れるものの，弁護人偽証罪（刑法306条）の存在により，間接的に会話内容が
制限されているといえる。刑法第306条 1 項は，「刑事訴訟において，弁護人
又は訴訟代理人が，証拠を隠滅し若しくは偽造したとき，当事者による証拠
の隠滅若しくは偽造を幇助したとき，又は証人を脅迫し若しくは誘因して，
事実に反して証言を変更させ，若しくは偽証をさあせたときは， 3年以下の
有期懲役又は拘役に処する。情状が重いときは， 3年以上 7年以下の有期懲
役に処する。」と規定しており，これが接見交通権のみならず，弁護制度そ
のものの障壁となっている。接見交通権の場面では，被疑者が弁護人との接
114　　創価ロージャーナル第12号
見後に供述を翻すと，容易に弁護人による教唆と推認され，弁護人が弁護人
偽証罪で起訴されるという事態が生じているのである
24)
。旧法下においても刑
法306条を問題視する声は多数あがっていたが，2012年刑訴法改正に伴って
改正ないし廃止されることはなかった。前記司法文明協同イノベーションセ
ンターによる改正後のアンケートでも，あなたの地域で，刑法306条違反に
よって弁護士が起訴された事件があるかとの問いに対し，68.2％が「全くな
い」，「ほとんどない」と答えたが，他方で，「ある」が29.9％，「とてもあ
る」が1.9％という結果となった。歴史的に蓄積された刑事弁護への抵抗感
を払拭するにはもう少し時間を要するといったところであろうか。
（ 5）　証拠閲覧権の問題
　日本法においては，当事者が証拠書類又は証拠物の証拠調べを請求する場
合，あらかじめ相手方に対し閲覧する機会を与えなければならないとされ
（刑訴法299条），検察官は，公訴提起後第 1回公判前までに，被告人又は弁護
人に対し，証拠閲覧の機会を与えなければならないとされている（刑訴規則
178条の 6）。これにより，被告人又は弁護人は第 1 回公判期日に先立って，
証拠物等を精査することが可能となり，防御の方針等を定めることができ
る。被告人及び弁護人という一私人に対して，検察官は公的機関であり，そ
の証拠収集能力には歴然とした差があることから，そのような証拠閲覧権は
防御のために絶対不可欠の権利といえる。日本ではさらに，平成16年の公判
前整理手続きの導入により証拠閲覧の機会拡大が図られた（刑訴法316条の14
等）。
　他方中国では，1996年改正法において，起訴審査段階に入れば弁護人は訴
訟文書及び技術的鑑定資料を閲覧，謄写することができる旨の規定が置かれ
たが，十分なものではなかった。右規定にいう「訴訟文書」「技術的鑑定資
料」の統一的解釈を欠いたため，検察ごとに開示する資料が異なったのであ
24）　刘・前掲論文138頁。
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る
25)
。そこで，人民検察院刑事訴訟規則において，両文書の統一的解釈が規定
されたが，「訴訟文書」とは，立件決定書，勾留状，逮捕状，捜査令状，起
訴意見書等に限られ，供述調書等の証拠書類は含まれていなかった。
　対して，2012年改正法では，公判前の起訴審査段階において，弁護人は
「事件の記録」を閲覧，謄写することができると規定された（38条）。そして，
従来，被疑者・被告人に有利な証拠が公安・検察の掌中に納まったまま顕出
されないという事態が生じていたため，その解決策として，弁護人は，被疑
者・被告人に有利な証拠が提出されていないと認められる場合には，裁判所
又は検察に対し，取調べを請求できることとした（39条）。これにより，弁護
人が全面的に被疑者・被告人に関する証拠を把握することが可能となった。
　さらに，1996年改正法では起訴状一本主義が採られていたために，被告人
に有利な証拠が隠滅され，公判廷に現れにくくなったことから，2012年改正
法では，全件移送主義が採用され，事件記録及び証拠がすべて裁判所に引き
継がれることになった（172条）。そのため，公判段階においては，明文上，
さらに弁護人が閲覧できる証拠の範囲が広がった。
第38条　弁護士である弁護人は，検察が事件の起訴審査を開始した日から，
当該事件の記録を閲覧し，抄録し，謄写することができる。弁護士でない
弁護人も，裁判所又は検察の許可を経て，上述の資料を閲覧し，抄録し，
謄写することができる。
第39条　弁護人は，捜査又は起訴審査に機関において警察又は検察が収集
した被疑者又は被告人の無罪又は軽い罪を証明する資料が提出されていな
いと認められるときは，裁判所又は検察に対しこれを取り調べるよう請求
することができる。
25）　顧・前掲論文119頁。
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第172条　検察は，被疑者の犯罪事実が確認され，証拠が確実かつ十分であ
り，法律に基づいて刑事責任を追及しなければならないと認めるときは，
起訴の決定をし，裁判管轄に関する規定に従って，裁判所に公訴の提起を
するとともに，事件記録及び証拠を裁判所に提出しなければならない。
　このように，証拠閲覧権については，明文上基本的には解決を見たと評価
されている
26）
。しかし，実際に証拠閲覧権が法文通りに認められているかにつ
いては，他の権利同様，別の話である。イノベーションセンターの調べで
は，弁護人が検察院へ証拠閲覧を請求する場合，不合理ないし不条理な障害
があるかという問いに対し，39.5％が「とてもある」，33.7％が「ある」と答
えており，実に 7割以上の回答者が，証拠閲覧権の保障に疑問を抱いている
ことがわかる。上記質問に対し，「あまりない」と答えたのは27.3％で，「な
い」と答えたのは2.8％にとどまった。
（ 6）　証拠収集権の問題
　日本において，弁護人の重要な弁護活動の一つとして，被疑者・被告人に
有利な証拠を収集する活動が挙げられる。強制捜査権限を有する警察，検察
ら捜査機関の行う証拠収集に比して，その収集能力には限界があるものの，
弁護人自ら事件に関する調査を行い，証拠を収集することは当然の責務とさ
れる
27）
。公訴提起後においては，訴訟関係人は，第 1回公判期日までにできる
限り証拠の収集及び整理をしなければならないと規定されている（刑訴法規
則178条の 2）。また，弁護人が第 1 回公判期日までになすべきこととして，
「被告人その他の関係者に面接する等適当な方法によって，事実関係を確か
めること」等が定められている（規則178条の 6）。
　弁護人の証拠収集活動には，具体的に，被疑者や関係人（共犯者，被害者，
目撃者等）から事情を聴取したり，現場の調査を自ら見分することなどが挙
26）　顾永忠「律师会艰难，阅卷难基本解决」检察日报（2012年）。
27）　司法研修所「刑事弁護実務」平成18年版131頁。
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げられる。また，弁護人たる弁護士は，弁護士法23条の 2に基づいて，弁護
士会を通じ公務所又は公私の団体に照会して必要な事項の報告を求めること
ができる。右照会に強制力はないものの，照会を受けた団体は，原則として
報告義務がある。
　これらの証拠収集活動は，「証拠収集権」という権利を付与する規定を待
つまでもなく，当然に認められるものであり，法的に規制が加えられている
ものではない。むしろ，上記規則のように，訴訟の円滑な遂行のために，弁
護人は積極的にこれを行わなければならない。
　これに対し，中国では，証拠収集権（調査取証権）の問題が深刻となってお
り，弁護士が自由に事件に関する調査を行い，証拠を収集することが困難な
状況にある。上述の日本の姿勢からすれば，いささか信じがたい現象ともい
いうるが，日本も旧刑訴法時代には，被害者，目撃者等の関係人から弁護人
が事情を聴取することは，捜査の妨害に当たり，弁護士倫理に反するものと
して控えるべきであると考えられていた。このような考えが，糾問主義とも
言い得た職権主義から，当事者主義への転換期にあたる現在の中国において
払拭されていないと考えられる。
　中国では，弁護人の証拠収集権に関する規定が刑訴法上置かれており（41
条），当該規定は2012年改正の際も改善されなかったとして，批判の対象に
なっている。
第41条　①　弁護士である弁護人は，証人又はその他の関係する組織体と
個人の同意を得て，それの者から当該事件に関する資料を収集することが
できる。また，検察又は裁判所が証拠を収集して取り調べること及び裁判
所が証人に対し証言するために出廷するよう通知することを申請すること
ができる。
②　弁護士である弁護人は，検察又は裁判所の許可を受け，かつ，被害者若
しくはその近親者又は被害者の指定する証人の同意を得て，それらの者か
ら当該事件に関する資料を収集することができる。
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　第41条 1 項によれば，弁護人が関係者から事情聴取をする場合，まず，①
被害者等以外の場合には，対象者又はその所属団体の同意を得なければなら
ず，②被害者等の事情聴取をする場合には，対象者の同意に加え，検察又は
裁判所の許可を得なければならないとされている。個人の同意を得られない
場合には，③裁判所又は検察に対し，証拠の収集及び取調べを申請し，又は
④裁判所に対し証人の出廷を通知するよう申請することができる。
　上記①及び②について，個人及びその所属団体に同意を得ることは，非常
に難しいのが現状である。なぜなら，被告人側の証人として証拠収集に協力
することは，公安の敵である「犯罪者」たる被疑者・被告人に加担すること
であり，国家権力を恐れる一般市民にとって容易に踏み込めるも領域ではな
いからである。また，③及び④については，証拠収集等の申請があった場合
でも，実際に行うか否かは申請先の機関の裁量に委ねられている。検察及び
裁判所よりも権威を有する公安が，弁護人は捜査段階において証拠収集権限
を持つべきではないとの認識を有しているため，検察及び裁判所が弁護人の
申請通りに証拠収集等を行うとは考えにくい。これに対して，公安，検察，
裁判所が自ら証拠収集を行う際には，個人や所属団体の許可なく行え，むし
ろ個人及び所属団体は誠実に証拠を提出しなければならない。
　さらには，日本の旧法時代でも見られた，弁護人が関係人から事情を聴取
することは捜査の妨害に当たるとの考えに近いものがあるかもしれないが，
中国の弁護士自身が証拠収集権，調査権が弁護人に認められた権利であると
必ずしも認識しておらず，認識していたとしても自身にその能力がないと考
えているようである
28）
。前記北京市の法律事務所が行った調査でも，「弁護士
は捜査段階において証拠収集すべきではない」と考えている刑事弁護経験者
の弁護士が21％，「捜査段階において証拠収集をしたことがない」と答えた
弁護士が42％いた。
　このように弁護人が証拠収集，調査に消極的であるのは，やはり前述した
28）　刘・前掲論文139頁。
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ように刑法第306条弁護人偽証罪による影響が大きいと考えられている
29）
。刑
法306条自体に問題があるのではなく，それを運用する側の問題であり，被
疑者の人権保障，とにわけ弁護人依頼権を中心とした防御権の保障がいかに
重要かについて，認識を高める必要がある。その契機として，刑訴法41条を
改正し，弁護人には，個人や所属団体の同意なく，また捜査機関の干渉なく
自由に証拠収集，調査を行うことができる旨規定することは有意であると考
える。
（ 7）　弁護士弾圧
　以上のように，2012年刑訴法改正では，刑事弁護制度の拡充に重点が置か
れ，実務もそれに対応する形で進歩を遂げてきた。遡ること約40年，文化大
革命時代において弁護士は，資産階級の所産として敵視され，人民の敵とみ
なされた。刑事手続きに関する各規程は機能を失い，多くの国民がその命と
権利を奪われた。そこからの再起を果たすべく制定されたのが1979年の刑事
訴訟法であり，これを基本に，弁護士制度の拡充を中心として，中国刑事訴
訟法は発展を遂げてきた。
　法治国家として，国際的な標準に適合した刑事弁護制度が出来上がりつつ
あった時に，事件は起こった。人権派弁護士の一斉拘束事件である。2015年
夏，人権派弁護士と言われる弁護士たちが，公安当局によって一斉に身柄を
拘束されるという事件が起こったのである。拘束理由について，例えば湖南
省の謝陽弁護士（45歳）の場合，インターネット上で政府や司法機関，法制
度等を批判したことが，国家政権転覆扇動罪に該当するというものであっ
た。当局の狙いは，人権派弁護士を弾圧し，反共産党分子を亡き者にしよう
という点にあったことは明白である。
　謝陽弁護士は，面会した弁護士に公安による拷問の事実を訴えた。その内
容は，公安により身柄を拘束されたのち，40時間以上もの間休みなしで取調
29）　刘文化「从司法文明指数看我国律师辩护制度的现状与发展」中国司法（2017年）
43頁。
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べを受けたり，その後 1週間，ほぼ連日20時間ほど取調べられたとするもの
であった。しかも，足が宙に浮く状態で椅子に座らされ続ける，カメラの死
角で殴る蹴るの暴行を受ける，たばこの煙責めにするといった拷問や，「罪
を認めなければ妻や友人を苦しめる」と言った脅しも受けた。次第に精神的
な限界を迎え，公安の要求通りに罪を認める文章を書き，署名したという。
加えて，自白を強要されたことはなかったとする調書へのサインも強要され
たが，これについては拒み続けた。謝陽弁護士は，弁護人との接見がかなっ
たが，一斉拘束された他の弁護士の多くは，弁護士や家族と接見されること
も許されなかった。正確に言えば，弁護士と接見することは可能であった。
しかし，その弁護士は，公安が付した「公安側」の弁護士であった。公安
は，「公安側」の弁護士を弁護人として付し，昨今厳しく要求されている弁
護人依頼権の保障を外形状，形式的に守ったのである。謝陽弁護士は公安側
の弁護士の選任を固辞したため，公安も仕方なく，「公安側」ではない弁護
人との接見を許したようである。
　そのような過酷な捜査を経た謝陽弁護士の国家政権転覆扇動事件に関する
判決が2017年12月に下された。謝陽氏は，公判において罪を認め，捜査段階
で弁護士に対し主張していた捜査機関による拷問の事実を否定した。それが
当局に「評価」され，有罪と認定されたものの，刑を免除するとの異例の判
決が言い渡された。刑を免除した理由として，湖南省長沙市中級人民法院
（地裁）は「謝陽氏の行為が社会に著しい危害をつくりだしたとまでは言え
ず，罪も認めている」とした。一方，謝氏が暴行や睡眠制限などの拷問被害
を訴えていると主張した弁護士の江天勇氏は，国家政権転覆扇動罪で懲役 2
年の有罪判決となった。また，国家機関を悪口する情報を広めたなどとし
て，国家政権転覆罪に問われた人権活動家の呉淦（かん）氏は，最後まで罪
を認めず，懲役 8年，公民権剥奪 5年の実刑判決が言い渡たされた
30）
。
30）　2017年12月26日付産経ニュース https://www.sankei.com/world/news/171226/
wor1712260034-n1.html
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4 　ま　と　め
　以上のように，刑事弁護制度は，1996年改正，2012年改正で，制度改革の
中心に据えられ，2014年よりは公判中心主義を目指す共産党の号令により，
より一層の強化を要請されている。そのための細やかな制度設計も図られ，
実務の意識も多少なりとも変化を遂げてきた。他方で，2015年弁護士一斉拘
束事件に見られる通り，その担い手である弁護士の言論の自由が保障され
ず，弁護士への弾圧が現状として続いているのである。共産党が目指す「公
判中心主義」の実現のために公判において有効な弁護を行う「弁護人」は，
「党側」の弁護人である必要があるのであれば，それは真の公判中心主義で
はなく，真の司法の公正も程遠いものとなろう。中国法を学ぶ上で，結局は
体制が変わらない限り，「法治」を貫徹し，人権保障を全うする刑事手続の
実現は不可能ではないかとの結論に至りがちである。しかし，それではいつ
までたっても「人権後進国」との汚名を払拭することはできない。上記弁護
士弾圧事件において，国家政権転覆罪に問われた人権活動家の呉淦（かん）
氏の発言に希望を見出すことができる。呉氏は，最後まで罪を認めず，判決
後に法廷で「貴党が私に崇高な栄誉を授けてくれたことを感謝する。初心を
忘れず腕まくりをして頑張る」と述べたのである。「法治」を実現するのは，
「人」でしかない。
